
平成21年度

関西電力グループ経営計画

説 明 会

2009年3月27日

関西電力株式会社

※本資料に記載されている当社の業績予想および将来予測は、現時点で入手可能な情報に基づき、

当社が判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれています。

そのため、様々な要因の変化により、実際の業績は、これらの見通しとは異なる結果となる可

能性もあることをご承知おき下さい。
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足元は大幅に下方修正するものの、長期的には昨年計画と同じ０．８％の伸びを想定。

※数値および平均伸び率は気温・閏補正後

電力販売計画 １

2009年度販売計画

20072007～～20182018年度年平均伸び率年度年平均伸び率 0.80.8％％
（主な内訳）電灯 0.8%

特定規模需要 0.9%

2008年度販売計画

20062006～～20172017年度年平均伸び率年度年平均伸び率 0.8%0.8%
（主な内訳）電灯 0.7%

特定規模需要 0.9%

（億kWh）

販売電力量販売電力量

（年度）

0

～～



電力販売計画の昨年計画との比較 ２

○短期的には、足元の急速な景気後退を織り込んだ結果、昨年から大幅な下方修正。

○長期的には、景気回復とあわせた関西地域への産業集積、オール電化住宅の普及拡大を見込
むとともに、離脱需要が大幅に減少することから、上方修正。

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合がある

（億kWh）
’０９年度 ’１７年度

’09計画 ’08計画 差 ’09計画 ’08計画 差
電灯 504 502 2 534 522 12
電力 65 65 0 63 63 ▲ 0

特定規模以外計 569 567 2 598 585 12
業務用 372 388 ▲ 15 434 442 ▲ 8

 産業用その他 566 614 ▲ 48 626 633 ▲ 7
特定規模計 939 1,002 ▲ 63 1,060 1,075 ▲ 15

供給区域の需要計 1,508 1,569 ▲ 61 1,658 1,660 ▲ 2
離脱需要 44 58 ▲ 14 45 65 ▲ 20
販売電力量 1,463 1,511 ▲ 48 1,612 1,595 17

特定規模（再掲） 894 944 ▲ 49 1,015 1,010 5
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オール電化住宅獲得件数

※各年度にオール電化成約に至った件数

３

（年度）

[[３ヵ年目標３ヵ年目標]]
３８万軒獲得３８万軒獲得

（万軒）

２００９～２０１１年度の合計でオール電化住宅３８万軒の獲得を目指します。



総合エネルギー事業 ４

エネルギー供給

エネルギーソリューション

ユーティリティサービス

ガス・ＬＮＧ販売、コジェネ向け燃料油販売

オンサイトエネルギー供給（電気・蒸気）

メガソーラー発電、風力発電

バイオマス燃料調達

エネルギー診断、最適エネルギーシステムの提案

省エネルギー支援、ESCOサービス

ユーティリティ設備の設計・施工か
ら運転・保守・運用管理まで一
括して提供



情報通信事業

ＦＴＴＨの契約回線数は着実に増加しており、２００９年度末で１００万件を目指します。

（万件）

（年度）

22.4

37.9

５

ＦＴＴＨサービス

※年度末時点の契約回線数
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<フィリピン>
サンロケ水力
345MWダム式水力発
電所によるIPP事業

安定的な収益源として、国内電気事業で培った技術・ノウハウを活用し、電力インフラ整備への貢
献を目的に、海外事業を積極的に展開します。

安定的な収益源として、国内電気事業で培った技術・ノウハウを活用し、電力インフラ整備への貢
献を目的に、海外事業を積極的に展開します。

2003年11月20%25年CPC（台湾中油）

Meiya（美亜）

国光火力

1978年10月
（初号機運開）

15%－丸紅、九州電力、
JBIC、GDF Suez

セノコパワー社

2007年9月31.2%15年Dong-Jin（東錦）名間水力

1999年5月39%25年Rojana Industrial Park,  
住友金属, 住金物産ロジャナ火力

2000年3月14%－EBRD, DEXIA,丸紅, 
J-Power,三井物産

東欧省エネ基金

2003年5月25%25年丸紅サンロケ水力

運転開始出資比率売電契約期間パートナープロジェクト名

<台湾>
名間水力
17MW流込式水力発電所
によるIPP事業

国光火力
480MWガス焚きコンバイン
ドサイクル発電所によるIPP
事業

<タイ> ロジャナ火力
208MWガス焚きコンバインド
サイクル発電所による
電熱供給事業

<東欧> 東欧省エネ基金
東欧でのESCO事業

<シンガポール>
セノコパワー社
3300MWの火力設備容量を
持つ発電事業会社

６海外事業



（年度）

（外販売上高：億円）
○連結子会社、当社附帯事業（ガス、燃料販売、蒸気供給の一部）の合計
○経常利益には、きんでん・エネゲート（’07～）の持分相当額を含む

（経常利益：億円）

７グループ事業の外販売上高・経常利益

外販売上高

1,888

経常利益

2,540
2,156

290

450

2,732

420 2008～2012年度平均
外販売上高 3,400億円以上
経常利益 450億円以上
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外販売上高 3,800億円以上
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電源開発計画

（自社開発分）

（他社受電分）

８

出力 
（万kW） 

敦　賀（原子力） ３号 153.8 2016.3 関西・中部・北陸 

　＜日本原子力発電（株）＞４号 153.8 2017.3 ３社で受電 

発　　電　　所　　名 運転開始 備　考 

参考：火力長期計画停止対象ユニット（2009 年度） 

発電所名 ユニット 出力（万ｋＷ） 

宮  津 
海  南 
多奈川第二 

１、２号 
２号 

１、２号 

  ７５．０ 
  ４５．０ 
 １２０．０ 

計 ５ユニット  ２４０．０ 

出力 
（万kW） 

2009.4
～10.10 

2013.10
～15.10 

堺第7-3区(仮称)（太陽光） 

発　　電　　所　　名 

舞　鶴　２　号（石炭）

堺港１号～５号（ＬＮＧ） 

和　歌　山（ＬＮＧ） 

新規

木曽川水系の河川
維持流量を利用

2019年度以降 

2011.12

2011.6

工　事　中 

工　事　中 

コンバインドサイクル
方式へのリプレース

昨年計画から
１年先送り370

0.05

2010.8

1

運転開始 備　考 

姫路第二１号～６号（ＬＮＧ）

大桑野尻（水力）

90

200

291.9
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原子力利用率の推移 ９

当面の間は、耐震対策、高経年化対策工事等を積極的に実施するため、定期検査期間が長期
化し設備利用率は８０％程度で推移する見込み。
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販売電力量当たりCO2排出量の低減 １０

（年度）
（平均）

0

0.282

▲20%

（kg-CO2/kWh）

2008～2012年度平均で 0.282kg-CO2/kWh 程度まで低減することを目標として設定。
（1990年度の水準から２０％程度の低減に相当）
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連　結

個　別

設備投資の推移

電力の安全・安定供給のための設備更新工事、および将来のコスト低減や環境負荷の
低減、収益基盤拡大等に資する投資計画を反映し、高水準の設備投資が続く見込み。

１１

（年度）

（億円）

（注） ２００８・０９年度の連結データは内部取引消去前の値
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設備投資（個別）の主な増減要因 （経年比較） １２

（年度）

（億円）

リース資産の増

[火力]

堺港発電所設備更新に

係る支出の減

[原子力]

耐震裕度向上対策工事

高経年化対策工事の増

[送変電]

高経年化対策および原

電敦賀送電対策などに

よる増

ウラン市況価格の下落
等に伴う減

[火力]

･姫路第二発電所設備

更新に係る支出の増

･堺港発電所設備更新、

舞鶴２号機新設に係る

支出の減

[送変電]

高経年化対策および原

電敦賀送電対策などに

よる増

長期契約に伴うウラン
鉱石の引取数量の増

CO2クレジット取得費用
の減



１３グループ事業の設備投資計画

収益基盤の拡大を目指し、積極的に設備投資を行います。

（年度）

’05 ’06 ’07 ’09’08

946 912
805

（億円） 連結子会社、当社附帯事業（ガス、燃料販売、蒸気供給の一部）の合計

1,650程度

0
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［主要な投資案件］

・大型ユーティリティサー

ビス案件

・プルートプロジェクト

・ＦＴＴＨ工事 など



財務目標および株主還元方針 １４

営業キャッシュフロー（連結）

総資産事業利益率（連結）

自己資本総還元率（連結）

2008～2012

年度平均

各年度４％程度

2012年度

５，５００億円以上 ６，５００億円以上

３％以上 ４％以上

2007～2012年度

２．株主還元方針

１．財務目標

当社グループの持続的な成長のため、経営基盤強化に取り組むべく、資産効率・投資効率を
勘案しながら経営資源を投入することにより、継続的に営業キャッシュフローを創出し、企
業価値の向上を図ります。
また、その成果を株主のみなさまに対しても適切かつ安定的に配分します。

グループ事業外販売上高 ３，４００億円以上 ３，８００億円以上

グループ事業経常利益 ４５０億円以上 ６００億円以上

参 考

2008年度予想

２，８００億円程度

０．３％程度

２，９８０億円程度

４９０億円程度



電力需給計画

○８月最大電力バランス 

 
2008 
(実績)

2009 2010 2011 2012 2013 2018 

需要 
（万ｋW） 

2,970 2,966 3,004 3,013 3,022 3,031 3,079

供給力計 
（万ｋW） 

3,260 3,302 3,321 3,386 3,275 3,295 3,503

供給予備率 
（％） 

9.8 11.3 10.6 12.4 8.4 8.7 13.8

 

原子力

石炭

ＬＮＧ

石油・
その他

水力

原子力

石炭

ＬＮＧ

石油・その他

水力

新エネ等

※1 年度末設備、発電電力量には他社受電分を含んでいる。
※2 端数処理の関係で合計が100とならない場合がある。

○年度末設備構成比 ○発電電力量構成比

参考１
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（億円）

参考２設備投資計画（個別）

４,２６７３,７４８３,６５８総 計

２６９２２附帯事業

４,２４１３,７３９３,６３６電気事業計

７３８５９２６６２原子燃料

３,５０３３,１４７２,９７４計

３９９４９２４２２そ の 他

３３４３２８３０９配 電

４７１４０２３４７変 電

４５９４６３４９９送 電

１,８４０１,４６２１，３９７電 源

電
気
事
業

２０１０年度２００９年度
２００８年度
（推定実績）
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900 592
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2009年度 設備投資額（個別）の昨年度計画との比較

（年度）

（億円）

ＣＯ２クレジット取得費用
の増

[火力]

舞鶴２号機の金繰り変更

による減

[送変電]

効率化等による減

ウラン市況価格の下落、

為替レート差に伴う減

[今年度計画][昨年度計画]

参考３

主な増減要因


